
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人広島大学（法人番号1240005004054）の役職員の報酬・給与等について











２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

2650 44.9 7,135 5,238 105 1,897
人 歳 千円 千円 千円 千円

540 43.1 5,854 4,335 166 1,519
人 歳 千円 千円 千円 千円

1203 50.8 8,979 6,540 114 2,439
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

596 35.3 4,940 3,669 35 1,271
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 43.1 6,612 4,869 0 1,743
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 35.8 4,178 3,053 0 1,125
人 歳 千円 千円 千円 千円

95 45.7 7,323 5,456 92 1,867
人 歳 千円 千円 千円 千円

71 43.3 7,030 5,257 140 1,773
人 歳 千円 千円 千円 千円

130 41.3 5,528 4,083 90 1,445
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

人 歳 千円 千円 千円 千円

107 42.2 7,322 7,322 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

107 42.2 7,322 7,322 0 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

10 61.9 3,832 3,238 64 594
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 61.5 3,275 2,773 92 502
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

うち賞与

再任用職員

技能・労務職種

海事職種

海技職種

教育職種
（附属高校教員）

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内人員区分
平成28年度の年間給与額（平均）

平均年齢
総額

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

常勤職員（年俸制）

教育職種
（大学教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

教育職種
（附属高校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）
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うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

520 41.3 3,883 3,218 78 665
人 歳 千円 千円 千円 千円

249 44.2 3,509 2,709 128 800
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 41.5 7,369 5,670 14 1,699
人 歳 千円 千円 千円 千円

39 37.2 3,892 3,399 0 493
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

51 47.0 3,185 2,466 79 719
人 歳 千円 千円 千円 千円

60 30.7 3,933 2,992 68 941
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

73 42.3 4,920 4,920 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 27.2 2,780 2,780 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 61.8 6,885 6,885 0 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

45 43.8 6,965 6,965 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 43.8 6,965 6,965 0 0

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：「技能・労務職種」とは、自動車運転手、調理師、調理員、用務員及び医療補助員の業務を行う職種を示す。
注３：「海事職種」とは、船舶等の船長、機関長、通信長、航海士及び機関士の業務を行う職種を示す。
注４：「海技職種」とは、船舶等の甲板長、甲板員、機関員及び司厨員の業務を行う職種を示す。
注５：「教育職種（附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。
注６：在外職員、任期付職員の区分については、該当者がいないため表を省略した。
注７：再任用職員については、「事務・技術」、「教育職種（附属高校教員）」、「教育職種（附属義務教育学校教員）」
　　　及び「医療職種（病院医療技術職員）」以外は該当者がいないため、欄を省略した。
注８：常勤職員の「技能・労務職種」、「その他医療職種（医療技術職員）」、「その他医療職種（看護師）」、
　　　再任用職員の「教育職種（附属高校教員）」、「教育職種（附属義務教育学校教員）」、「医療職種（病院医療
　　　技術職員）」、非常勤職員の「その他医療職種（看護師）」は該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が
　　　特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。
注９：「その他」とは、該当者が少人数であるうえ、同様の職務に従事する他の職員と給与形態等が異なることから、
　　　独立した職種として公表することが適当でないものである。

その他医療職種
（病院医師）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

その他

非常勤職員（年俸制）

非常勤職員

事務・技術

その他医療職種
（看護師）

その他教育職種
（大学教員）

区分

その他教育職種
（大学教員）

人員 平均年齢
平成28年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：年齢20-23歳の年齢層については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの

 あることから、「平均給与額」、「第１四分位」及び「第３四分位」の折れ線は表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕



注：年齢28-31歳の年齢層については、該当者が３人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
 あることから、「第１四分位」及び「第３四分位」の折れ線は表示していない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 9 56.6 9,274

グループリーダー 49 54.6 7,888

副グループリーダー 48 51.9 6,776

主査 224 46.0 5,896

主任 187 35.7 4,671

グループ員 23 27.0 3,573

注：代表的職位として掲げたグループリーダーは課長相当、副グループリーダーは課長補佐相当、

　　　主査は係長相当、グループ員は係員相当である。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 521 55.9 10,214

准教授 371 48.1 8,362

講師 98 47.7 8,018

助教 210 44.4 6,843

助手 3 51.8 6,401

注：助手の該当者は３人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　「年間給与額」のうち最高額及び最低額は記載していない。

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

主任看護師長 6 54.2 8,230

看護師長 30 48.8 7,368

副看護師長 80 42.5 5,755

看護師 479 33.0 4,556

注１：代表的職位として掲げた主任看護師長は副看護部長相当である。

注２：看護部長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　「平均年齢」、「年間給与額」は記載していない。

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

6,212～3,428

4,226～3,221

（最高～最低）
分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

年間給与額

（最高～最低）
千円

10,237～8,315

8,580～5,967

7,348～5,580

7,141～4,630

千円

13,118～7,722

10,735～6,171

8,477～5,520

9,468～6,500

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

8,335～8,105

8,118～5,765

6,828～4,388

6,401～3,366
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

86.7
93.2
85.7
92.8
99.1

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案
・年齢・地域勘案
・年齢・学歴勘案
・年齢・地域・学歴勘案
（参考）対他法人

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　38.6％】
（国からの財政支出額　27,504,241,900円，支出予算の総額
71,297,970,000円：平成28年度予算）
【累積欠損額　0円（平成27年度決算）】
【管理職の割合　11.1%　（常勤職員数540人中60人）】
【大卒以上の高学歴者の割合　79.4%　（常勤職員数540人中429
人）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　29.8%】
（支出総額　73,154,303,116円，給与・報酬等支給総額
21,816,761,829円：平成27年度決算）

【検証結果】
国からの財政支出額は100億円以上であるが，本学の予算の総額
に占める割合は38.6％であり、累積欠損は生じていない。
国の行政職俸給表（一）適用者に対して本学の大卒以上の高学歴
者の割合は高いが（国:55.8%，本学79.4%）、対国家公務員との比較
指標では86.7と下回っている。
また、支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合も29.8%であ
ることから、適切な水準を維持していると思われる。
（国の大卒以上の高学歴者の割合は人事院「平成28年国家公務員
給与等実態調査」より）

【文部科学大臣の検証結果】
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること
等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の
維持に努めていただきたい。

講ずる措置

今後も社会一般の情勢を判断する上で、国家公務員の給与改定を
参考に水準を維持する必要があると思われる。
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○医療職員（病院看護師）

102.4
・年齢・地域勘案 98.6

102.1
98.1

101.6

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標

95.1

注：　上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、

　　　平成28年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

国の医療職俸給表（三）適用者に対して本学は1級の職員の割合が
低いこと（国：7.8%，本学：0%），国の医療職俸給表（三）適用者の
53.9%が地域手当の非支給地の在勤者であることに対して本学は全
員が地域手当5級地の在勤者であることが主な要因と考える。
（国の1級割合及び地域手当の非支給地在勤者割合は人事院「平
成28年国家公務員給与等実態調査」より）

項目 内容

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　38.6％】
（国からの財政支出額　27,504,241,900円，支出予算の総額
71,297,970,000円：平成28年度予算）
【累積欠損額　0円（平成27年度決算）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　29.8%】
（支出総額　73,154,303,116円，給与・報酬等支給総額
21,816,761,829円：平成27年度決算）

【検証結果】
国からの財政支出額は100億円以上であるが、本学の予算の総額
に占める割合は38.6％であり、累積欠損は生じていない。
上記「国に比べて給与水準が高くなっている理由」の要因により、対
国家公務員との比較指標は102.4と上回るが、支出総額に占める給
与・報酬等支給総額の割合は29.8%であることから、適切な水準を維
持していると思われる。

【文部科学大臣の検証結果】
地域差及び学歴差を是正した給与水準の比較指標では国家公務
員の水準未満となっていること等から給与水準は適正であると考え
る。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

講ずる措置
今後も社会一般の情勢を判断する上で、国家公務員の給与改定を
参考に水準を維持する必要があると思われる。

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案

・年齢・学歴勘案
・年齢・地域・学歴勘案
（参考）対他法人

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

【事務・技術職員】

○ ２２歳（大卒初任給，独身）
月額 176,700 円 年間給与 2,626,293 円
○ ３５歳（主任，配偶者・子１人）
月額 285,619 円 年間給与 4,670,173 円
○ ４５歳（主査，配偶者・子２人）
月額 361,118 円 年間給与 5,902,049 円

【教育職員（大学教員）】

○ ２７歳（大学院（博士課程後期）卒初任給，独身）
月額 295,900 円 年間給与 4,440,320 円
○ ３５歳（助教，配偶者・子１人）
月額 389,031 円 年間給与 6,374,762 円
○ ４５歳（准教授，配偶者・子２人）
月額 499,138 円 年間給与 8,277,950 円

・当法人においては、平成16年度から業績給を導入しており、人件費の
範囲内で、職員の勤務成績に応じて、昇給又は昇格若しくは勤勉手当
に反映させるものとしている。
　平成28年4月から、勤勉手当において、より優秀な職員に対し「特に優
秀な職員」を超える勤務成績割合を適用できるよう、「極めて優秀な職
員」区分を設定した。
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Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注２：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される

　　　職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書

　　　「(18)役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

・特になし。

・前年度（平成27年度）との比較について
①「給与、報酬等支給総額」・・・前年度比0.4％減
　人事院勧告に基づく勤勉手当の成績率の引き上げ改定や本給表の引き上げ改
定による増額があったものの、前年度に比べて人員の減少が大きかったため、微減
となった。
 
②「最広義人件費」・・・前年度比0.1％増
　法定福利費に係る保険料率の引き上げに伴う福利厚生費の増額及び退職者の
増加に伴う退職手当支給額の増額により、微増となった。

注１：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
40,038,432

福利厚生費
4,774,307

非常勤役職員等給与
11,395,407

退職手当支給額
2,139,295

区　　分

給与、報酬等支給総額
21,729,421
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